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介護報酬改定について

■ 改定率 ＋１．５９％

・介護職員の処遇改善 ＋０．９８％（令和６年６月から）

・その他の改定率 ＋０．６１％

（賃上げ税制を活用しつつ介護職員以外の処遇改善を実現できる水準）

■ その他の効果

・処遇改善の１本化 水光熱費基準費用額の増額 ＋０．４５％

合計 ２．０４％ 相当の改定



しかし 訪問介護は ２％ ～ ３％減



改定の基本的な視点

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進

２ 自立支援と重度化防止

３ 良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい

職場づくり

４ 制度の安定性と持続可能性の確保



１ 地域包括ケアシステムの深化・推進



○他のサービス事業所との連携によるモニタリング

・テレビ電話装置等の情報通信機器を活用したモニタリングが可能

１．利用者の同意を得る

２．サービス担当者会議等において 主治医、担当者

その他の関係者の合意を得ていること

３．少なくとも２月に１回（介護予防支援の場合６月に１回）は

利用者の居宅を訪問すること



○他のサービス事業所との連携によるモニタリング

・テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリングが可能

手順１

合意事項



○他のサービス事業所との連携によるモニタリング

・テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリングが可能

手順２



テレビ電話を活用したモリタリングについてQ＆Aより

訪問介護の提供に支障が生じない範囲で行うことは差し支えない

例）ICT機器のOn/Off 等の協力など

■ 協力・連携の範囲について

利用者の要望や目的によっては、適切ではない場合等もあると考えられる。

その必要性等については、状況に応じて判断する必要



訪問介護における特定事業所加算の見直し

■ 区分の見直し

現行のV



訪問介護における特定事業所加算の見直し

■ 体制要件（Ⅰ ～ V）

（１） 訪問介護員等・サービス提供責任者ごとに作成された研修計画に基づく研修実施

（２） 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項の伝達等を目的

とした会議の定期的な開催

（３） 利用者情報の文書等による伝達、訪問介護員等からの報告

（４） 健康診断等の定期的な実施

（５） 緊急時等における対応方法の明示



特定事業所加算Ⅰ（２０％）を取得する要件

・ 体制要件（１）～（５）を満たした上で



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅰ（２０％）を取得する場合】

■ 人材要件（Ⅰ）

（９） 訪問介護員等が 下記のどちらか

・ 介護福祉士の占める割合が100分の30以上

・ 介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者

１級課程修了者の占める割合が100分の50以上

＊ 上記（９）と （１０）次のスライドも満たす必要がある



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅰ（２０％）を取得する場合】

■ 人材要件（Ⅰ）

（10） 全てのサービス提供責任者が 下記のどちらか

・ ３年以上の実務経験を有する介護福祉士

・ ５年以上の実務経験を有する

実務者研修修了者 介護職員基礎研修課程修了者 1級課程修了者

＊ （９）と（１０）を満たす必要がある



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅰ（２０％）を取得する場合】

■ 重度者等対応要件（Ⅰ・Ⅲ）

（13） 要介護４、５である者、日常生活自立度（Ⅲ、Ⅳ、M）である者、

たんの吸引等を必要とする者の占める割合が100分の20以上

（14） 看取り期の利用者への対応実績が１人以上であること

＊ 医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者。

＊ （１３）・（１４）はどちらか選択 （１４）を選択した場合は次のスライド



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅰ（２０％）を取得する場合】

■ 体制要件（Ⅰ・Ⅲ）

（６） 病院、診療所又は訪問看護ステーションの看護師との連携による

24時間連絡できる体制を確保

・ 必要に応じて訪問介護を行うことができる体制の整備

・ 看取り期における対応方針の策定

・ 看取りに関する職員研修の実施等

＊ （１４）を選択した場合は下記も満たす必要がある



特定事業所加算Ⅰ・Ⅲ 及び 看取り連携体制加算
（訪問介護）（Q＆Aより）

その他に協議を行うことが想定される者に医師は含まれるのか？

⇒ 含まれると考えて差し支えない。

看取り期における対応方針の策定

管理者を中心として、介護職員、看護職員、介護支援専門員等による協議

の上、定められていることが必要。



特定事業所加算Ⅰ・Ⅲ 及び 看取り連携体制加算
（訪問介護）（Q＆Aより）

必ずしもカンファレンスなどの会議の場により行われる必要はなく、例えば、

通常の業務の中で、主治の医師や看護師、介護支援専門員等の意見を把握

し、これに基づき対応方針の策定が行われていれば、算定要件を満たす

看取り期における対応方針の策定

対応方針を定めるにあたっての「協議」とは具体的にはどのようなものか？



特定事業所加算Ⅰ・Ⅲ 及び 看取り連携体制加算
（訪問介護）（Q＆Aより）

利用者への介護記録等その他の利用者に関する記録の開示又は当該記録

の写しの提供を行う際、利用者が理解しやすいように、補完的に理解しやす

い資料を作成し、これを用いて説明することも差し支えない。

「適宜、利用者等に理解しやすい資料を作成し、代替することは差し支えな

い。」とあるが、「代替」とは具体的にどういうことか。

介護記録等の開示又は写しの提供を本人またはその家族が求める場合には、

提供することが必要



特定事業所加算Ⅰ・Ⅲ 及び 看取り連携体制加算
（訪問介護）（Q＆Aより）

利用者の状態 又は 家族の求め等に応じ、介護職員、看護職員等から介護

記録等利用者に関する記録を活用し行われるサービスについての説明

「本人またはその家族に対する随時の説明」とは、具体的にどういうことか。



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅰ（２０％）を取得する場合】

■ 看取り期の利用者への対応実績についてQ＆Aより

前年度又は算定日が属する月の前３月間における実績と算定期

間の関係性如何。

（14） 看取り期の利用者への対応実績が１人以上であること



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）
【Ⅰ（２０％）・Ⅲ（１０％）を取得する場合】

■ 看取り期の利用者への対応実績についてQ＆Aより（前々年度対応なしの場合）

前年度に対応している為算定可能

算定不可

３ヶ月実績なし
算定不可



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）

事業所内で訪問介護員等が勤務することを要するものではなく、夜間でも訪

問介護事業所から連携先の訪問看護ステーション等に連絡でき、必要な場

合には事業所からの緊急の呼び出しに応じて出勤する体制

看取り期の利用者への対応体制について

病院、診療所又は訪問看護ステーションの看護師との連携により24時間連

絡できる体制を確保するとは 具体的にどのような体制が想定されるか。



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）

看取り期の利用者への対応体制（具体例）

イ 管理者を中心とし、連携先の訪問看護ステーション等と夜間における

連絡・対応体制に関する取り決め（緊急時対応・情報共有方法）がなされて

いること。

ロ 管理者を中心として、訪問介護員等による利用者の観察項目の標準化

（どうなれば訪問看護ステーション等に連絡するか）がなされていること。

ハ 事業所内研修等を通じ、訪問介護員等に対して、イ及びロの内容が周知

されていること。



特定事業所加算Ⅱ（１０％）を取得する要件

・ 体制要件（１）～（５）を満たした上で



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅱ（１０％）を取得する場合】

■ 人材要件（Ⅱ）

（９） 訪問介護員等が 下記のどちらか

・ 介護福祉士の占める割合が100分の30以上

・ 介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者

１級課程修了者の占める割合が100分の50以上

＊ 上記（９） か 次のスライド（１０） のどちらかを満たす



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅱ（１０％）を取得する場合】

■ 人材要件（Ⅱ）

（10） 全てのサービス提供責任者が 下記のどちらか

・ ３年以上の実務経験を有する介護福祉士

・ ５年以上の実務経験を有する

実務者研修修了者 介護職員基礎研修課程修了者 1級課程修了者

＊ 前のスライド（９）か上記（１０）のどちらかを満たす必要がある



特定事業所加算Ⅲ（１０％）を取得する要件

・ 体制要件（１）～（５）を満たした上で



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅲ（１０％）を取得する場合】

■ 人材要件（Ⅲ・Ⅳ）

（11） ①②の両方を満たす ① サービス提供責任者を常勤で配置

② 基準を上回る数の常勤のサービス提供責任者を１人以上配置

＊ 上記（１１）か（１２）のどちらかを満たす必要がある

（12） 訪問介護員等の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が

100分の30以上であること



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅲ（１０％）を取得する場合】

■ 重度者等対応要件（Ⅰ・Ⅲ）

（13） 要介護４、５である者、日常生活自立度（Ⅲ、Ⅳ、M）である者、

たんの吸引等を必要とする者の占める割合が100分の20以上

＊ （１３）・（１４）はどちらか選択 （１４）を選択した場合は次のスライド

（14） 看取り期の利用者への対応実績が１人以上であること

＊ 医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者。



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅲ（１０％）を取得する場合】

■ 体制要件（Ⅰ・Ⅲ）

（６） 病院、診療所又は訪問看護ステーションの看護師との連携による

24時間連絡できる体制を確保

・ 必要に応じて訪問介護を行うことができる体制の整備

・ 看取り期における対応方針の策定

・ 看取りに関する職員研修の実施等

＊ （１４）を選択した場合は下記も満たす必要がある



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）

前年度（3月を除く11ヶ月間。）又は届出日の属する月の前3月の1月当たり

の実績の平均について、常勤換算方法により算出。



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）

訪問介護員等として従事する者であって、同一法人等での勤続年数が７年

以上の者の割合

例えば、訪問介護員等として従事する前に、同一法人等の異なるサービス

の施設・事業所の介護職員として従事していた場合に勤続年数を通算して

差し支えない。



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）

・ 同一法人等で異なる事業所での勤続年数や異なる雇用形態

職種（直接処遇を行う職種）における勤続年数

・ 事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、事業所の

職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認めら

れる場合の勤続年数は通算することができる。



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）

同一法人等とは

法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一体として行われる

等、職員の労務管理を複数法人で一体的に行っている場合も含まれる。



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）

産前産後休業や病気休暇、育児・介護休業、母性健康管理措置

としての休業を取得した期間は雇用関係が継続していることから、

勤続年数に含めることができる。



特定事業所加算Ⅳ（３％）を取得する要件

・ 体制要件（１）～（５）を満たした上で



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅳ（３％）を取得する場合】

■ 人材要件（Ⅲ・Ⅳ）

（11） ①②の両方を満たす ① サービス提供責任者を常勤で配置

② 基準を上回る数の常勤のサービス提供責任者を１人以上配置

＊ 上記（１１）か（１２）のどちらかを満たす必要がある

（12） 訪問介護員等の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が

100分の30以上であること



特定事業所加算Ⅴ（３％）を取得する要件

☆他の特定事業所加算Ⅰ～Ⅳと併算定が可能

但し特別地域加算・中山間地域等における小規模事業所

加算・中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

を算定している場合は併不可

・ 体制要件（１）～（５）を満たした上で



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅴ（３％）を取得する場合】

■ 体制要件（Ⅴ）

（７） 通常の事業の実施地域内であって中山間地域等に居住する者に対し

継続的にサービスを提供。

＊ 上記（７）と次のスライド（８）の両方を満たす必要がある



訪問介護における特定事業所加算の見直し
【Ⅴ（３％）を取得する場合】

■ 体制要件（Ⅴ）

（８） 利用者の心身の状況またはその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、

訪問介護事業所のサービス提供責任者等が起点となり

随時、介護支援専門員、医療関係職種等と共同し、訪問介護計画の

見直しを行う。

＊ 前スライド（７）と上記（８）の両方を満たす必要がある



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）
【Ⅴ（３％）を取得する場合】

注意点

・ 予防の利用者に関しては含めない

・ 特別地域加算等の算定を行っている

利用者は含めない。

２人（１月）２人（２月）１人（３月）

５人÷３月≒1.6 人≧１人



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）
【Ⅴ（３％）を取得する場合】

算定について

特定の月の実績が１人を下回ったとしても、前年度又は前３月の

平均が１人以上であれば、要件を満たす



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）
【Ⅴ（３％）を取得する場合】

該当地域に居住する期間のサービス提供分のみ加算の対象

月の途中において、転居等により中山間地域等からそれ以外の地域（又

はその逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等に居住している

期間のサービス提供分のみ加算の対象となるのか



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）
【Ⅴ（３％）を取得する場合】

中山間地域等にあって、必ずしも地域資源等が十分ではない場

合もあることから、サービス提供責任者が起点となり、多様な主体

との意思疎通を図ることが必要となり、継続的なサービス提供を

行うことと併せて、他の地域の訪問介護事業所とは異なる「特有

のコスト」を有しているため、特定事業所加算により評価する



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）
【Ⅴ（３％）を取得する場合】

「利用者の心身の状況等に応じて、随時、関係者が共同して訪問介護計画

の見直しを行うこと」とされている

① 訪問介護計画の見直しに当たり全ての職種が関わることが必要か。

訪問介護計画の見直しは、その都度全ての職種が関わらなければならな

いものではなく、見直しの内容に応じて、適切に関係者がかかわることで足

りる



訪問介護における特定事業所加算の見直し（Q＆Aより）
【Ⅴ（３％）を取得する場合】

② 訪問介護計画の見直しが多職種協働により行われたことを、どのよう

に表せばよいか

必ずしもカンファレンスなどの会議の場により行われる必要はなく、通常の

業務の中で、関係者の意見を把握し、これに基づき訪問介護計画の見直し

が行われていれば，算定要件を満たす。加算の為、新たに多職種協働の

会議を設けたり書類を作成することは要しない。



訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算の見直し
（訪問介護）

■ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３単位/日 算定要件

ア 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者が利用者の２分の１以上

イ 認知症介護実践リーダー研修等修了者が

日常生活自立度Ⅱ以上の者が 20人未満 の場合は １ 以上

20人以上の場合は １ プラス

対象者の数が 10 又は端数を増すごとに １ を加えて得た数以上配置



訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算の見直し
（訪問介護）

■ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３単位/日 算定要件

ウ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者に対して

専門的な認知症ケアを実施した場合

エ 当該事業所の従業者に対して 下記のどちらか実施

① 認知症ケアに関する留意事項の伝達

② 技術的指導に係る会議を定期的に開催



訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算の見直し
（訪問介護）

■ 認知症専門ケア加算（Ⅱ） ４単位/日 算定要件

ア 認知症専門ケア加算（Ⅰ）のイ・エの要件を満たすこと

イ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が利用者の

100分の20以上

ウ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者に対して

専門的な認知症ケアを実施した場合



訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算の見直し
（訪問介護）

■ 認知症専門ケア加算（Ⅱ） ４単位/日 算定要件

エ 認知症介護指導者研修修了者を１名以上配置し、

事業所全体の認知症ケアの指導等を実施

オ 介護職員、看護職員ごとの

認知症ケアに関する研修計画を作成

研修を実施 又は 実施を予定



認知症専門ケア加算（訪問介護）Q＆Aより

■ 算定方法について

加算（Ⅰ）

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の割合が ５０％以上

加算（Ⅱ）

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合が ２０%以上



■ 日常生活自立度Ⅱ又はⅢ以上の割合 計算方法

１． 前３月間のうち、いずれかの月の利用者数で算定

２． 利用者数は利用実人員数 又は 利用延人員数 を用いる

認知症専門ケア加算（訪問介護）Q＆Aより



実
人
数

１
０
名 ２

以
上
又
は
３
以
上

延
べ
人
数

３カ月間

認知症専門ケア加算（訪問介護）Q＆Aより



利用実人員数による計算

・ 利用者の総数

10人（1月） 10人（2月） 10人（3月）

・ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の数

4人（1月） 4人（2月） 4人（3月）

割合 ４人÷10人≒40.0％（小数点第二位以下切

り捨て）≦50.0％ ＊50%以上は満たさない。

認知症専門ケア加算（訪問介護）Q＆Aより



利用延人員数による計算

・ 利用者の総数

61人（1月） 60人（2月） 96人（3月）

・ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の数

24人（1月） 23人（2月） 57人（3月）

1月 24÷61=39.3%（未達） 2月 23÷60=38.3%（未達）

3月 57÷96=59.3% 要件を満たしている。

４月～６月は加算（Ⅰ）の算定が可能

＊ 月末の日常生活自立度区分を用いて計算

認知症専門ケア加算（訪問介護）Q＆Aより



■ 訪問系サービスにおける対象者要件と算定期間の関係性

前３月間における実績と算定期間の具体的な関係性如何。

認知症専門ケア加算（訪問介護）Q＆Aより



認知症専門ケア加算、認知症加算について
訪問介護・通所介護（Q＆Aより）

認知症加算（Ⅰ）・（Ⅱ）の算定要件について

「認知症介護に係る専門的な研修」や「認知症介護の指導に係る専門的な研

修」のうち、認知症看護に係る適切な研修とは、どのようなものがあるか。

① 日本看護協会 認定看護師教育課程「認知症看護」の研修

② 日本看護協会が 認定している看護系大学院の「老人看護」及び

「精神看護」の専門看護師教育課程

③日本精神科看護協会が認定している「精神科認定看護師」（認定書発行

者）



認知症専門ケア加算、認知症加算について
訪問介護・通所介護（Q＆Aより）

医師の判定結果 又は 主治医意見書を用いて、居宅サービス計

画 又は 各サービスの計画に記載

複数の判定結果がある場合には、最も新しい判定を用いる。

医師の判定が無い場合

要介護認定等の実施時の認定調査票の認知症高齢者の日常生

活自立度の記載を用いる。



認知症専門ケア加算、認知症加算について
訪問介護・通所介護（Q＆Aより）

常勤等の条件は無いが、認知症チームケアや認知症介護に関す

る研修の実施など、事業所内での業務を実施する必要があるこ

とから加算対象事業所の職員であることが必要。

対象となる事業所は、専門的な研修を修了した者の勤務する主

たる事業所１か所のみ



認知症専門ケア加算、認知症加算について
訪問介護・通所介護（Q＆Aより）

適切に事業所全体の認知症ケアの実施等を行っている場合であ

れば、その者の職務や資格等については問わない。



認知症専門ケア加算、認知症加算について
訪問介護・通所介護（Q＆Aより）

認知症介護実践リーダー研修が未受講であっても、修了したものとみなす。

認知症専門ケア加算（Ⅱ）について、加算対象となる者が20名未満の場合

平成20年度以前の認知症介護指導者養成研修を修了した者1名で算定可

認知症加算では通所介護を行う時間帯を通じて１名の配置で算定可



認知症専門ケア加算、認知症加算について
訪問介護・通所介護（Q＆Aより）

研修カリキュラム、講師等を審査し、適当と判断された場合には認められる。

含まれる。



認知症専門ケア加算、認知症加算について
訪問介護・通所介護（Q＆Aより）

貴見の通りである。



認知症専門ケア加算、認知症加算について
訪問介護・通所介護（Q＆Aより）

必要ない。加算の対象者が20名未満の場合

認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了

した者 又は 認知症看護に係る適切な研修を修了した者のいずれかが

１名配置されていれば、算定可



認知症専門ケア加算、認知症加算について
訪問介護・通所介護（Q＆Aより）

実践リーダー研修と指導者養成研修の両方を修了した者

認知症看護に係る適切な研修を修了した者を１名配置する場合

「認知症介護に係る専門的な研修」及び「認知症介護の指導に係る専門

的な研修」修了者をそれぞれ１名配置したことになる。



認知症専門ケア加算、認知症加算について（Q＆Aより）

① サービスを利用者に直接提供する介護職員で 介護福祉士資格を取得

した日から10年以上かつ1,800日以上の実務経験を有する者

② 上記と同等以上の能力を有する者であると実施主体の長が認めた者

令和9年3月31日まで 研修対象者とあるが、具体的にどのような者なのか。

例えば、訪問介護事業所において介護福祉士として７年以上サービスを利用

者に直接提供するとともに、そのうちの３年以上、サービス提供責任者として

も従事する者も研修対象者としても差し支えない

認知症介護実践リーダー研修の研修対象者について（実践者未受講の場合）



■ 訪問介護計画書等の記載について（Q＆Aより）

訪問介護計画書等について、「担当する訪問介護員等の氏名」を記載す

るよう定められているが、必ず担当者１名を定めて記載することが必要か。

異動や休暇取得による交代等の事情により複数の訪問介護員等で対応する場合

必ずしも担当者１名を定めて記載する必要はなく、利用者に説明を行った上で、担当を

予定する複数の訪問介護員等の氏名を記載しておくこととして差し支えない。

ただし、その場合であっても、実際にサービス提供を行った訪問介護員等の氏名は

サービス実施記録票に記載すること。



■ 緊急時訪問介護加算（Q＆Aより）

緊急時訪問介護加算の算定時

訪問介護計画 及び 居宅サービス計画の 修正は必要か。

① 指定訪問介護事業所における事務処理

・ 訪問介護計画は必要な修正を行うこと。

・ 居宅サービス基準第19条に基づき、必要な記録を行うこと。

日付・支援内容 等



■ 緊急時訪問介護加算（Q＆Aより）

緊急時訪問介護加算の算定時

訪問介護計画 及び 居宅サービス計画の 修正は必要か。

② 指定居宅介護支援における事務処理

・ 居宅サービス計画の変更を行うこと

（すべての様式を変更する必要はなく、サー ビス利用票の変更等、

最小限の修正で差し支えない。）



■ 緊急時訪問介護加算（Q＆Aより）

緊急時訪問介護加算の算定時

訪問介護計画 及び 居宅サービス計画の 修正は必要か。

・ 「居宅サービス計画に位置付けられていない訪問介護」とは

利用者又は家族等から訪問介護（身体介護）の要請を受けた時点で、居宅サービス計

画書に具体の時間帯としてサービス計画に記載されていない訪問介護。

・ 加算の算定について

訪問介護を行う可能性がある旨が、サービス提供の時間帯を明示せず居宅サービス

計画に記載されている場合であっても、加算の算定が可能



感染症や災害への対応力向上

■ 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入



感染症や災害への対応力向上

■ 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入

訪問系サービス、福祉用具貸与、居宅介護支援について

は、令和７年３月３１日までの間、減算を適用しない



感染症や災害への対応力向上（Q＆Aより）

■ 業務継続計画未策定減算はどのような場合に適用となるのか。

・ 感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が

未策定の場合

・ 当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合

＊ 業務継続計画の周知、研修、訓練及び定期的な業務継続計画の見直し

の実施の有無は減算の算定要件ではない



感染症や災害への対応力向上

・ １年間の経過措置期間中に全ての事業所で計画が策定されるよう、

事業所間の連携により計画策定を行って差し支えない。

・ 小規模事業所の計画策定支援に取り組む

・ 介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に業務継続計画に

関する取組状況を追加する。

■ 業務継続計画策定について その他の記載



感染症や災害への対応力向上

・ 県別の計画策定状況を公表（指定権者による取組を促す）

・ 業務継続計画を策定済みの施設・事業所について

地域の特性に合わせた実効的な内容となるよう、

指定権者による継続的な指導を求める。

■ 業務継続計画策定について その他の記載



■ 高齢者虐待防止の推進



■ 高齢者虐待防止の推進

■ 虐待の発生又はその再発を防止するための措置

① 虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催

② 指針の整備

③ 研修の実施

④ 担当者を 定める

＊福祉用具は３年間の経過措置期間



２ 自立支援・重度化防止に向けた対応



訪問系サービスにおける口腔管理に係る連携の強化
（訪問介護）

■ 口腔連携強化加算 50単位/回（新設）※１月に１回に限り算定可能

① 事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施

② 利用者の同意

③ 歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価の結果を

情報提供した場合

＊ 上記に合わせて 次のスライドも満たす必要がある。



訪問系サービスにおける口腔管理に係る連携の強化
（訪問介護）

・ 利用者の口腔の健康状態に係る評価を行うに当たって

診療報酬の歯科点数表区分番号C000に掲げる歯科訪問診療料の

算定実績がある歯科医療機関の歯科医師又は歯科医師の指示を

受けた歯科衛生士が 従業者からの相談等に対応する体制を確保

その旨を文書等で取り決めていること。

■ 口腔連携強化加算 50単位/回（新設）※１月に１回に限り算定可能



３ 良質な介護サービスの効率的な提供に向けた

働きやすい職場づくり



テレワークの取扱い

■ 人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めてい

る職種のテレワークに関して

１．個人情報を適切に管理していること

２．利用者の処遇に支障が生じないこと 等

取扱いの明確化・職種や業務ごとに具体的な考え方を示す。



人員配置基準における両立支援への配慮

■ 「常勤」について

① 育児・介護等の短時間勤務制度を利用する場合

② 「治療と仕事の両立ガイドライン」（新設）

事業者が設ける 短時間勤務制度等を利用する場合

週30時間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。



人員配置基準における両立支援への配慮

■ 「常勤換算方法」の計算

週30時間以上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを

認める。



管理者の責務及び兼務範囲の明確化

■ 管理者の責務について

利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握し

ながら、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行うこと。

■ 兼務できる事業所の範囲について

責務を果たせる場合、同一敷地内における他の事業所、施設等ではなく

ても差し支えない



４ 制度の安定性・持続可能性の確保



訪問介護における同一建物等居住者にサービス提供す
る場合の報酬の見直し

■



訪問介護における同一建物等居住者にサービス提供す
る場合の報酬の見直し

■ １２％減算の追加（新設）

前６月間に提供した訪問介護サービスの提供総数

事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居

住する者に提供された ものの占める割合が100分の90以上



■ 適用期間について（問い）

新しい基準は、令和6年11月1日から適用とあるが、 現在90％を

超えている事業所が、減算適用されることになるのは令和6年度

前期（令和6年4月から9月末まで）の実績で判断するということで

よいか。

同一建物減算について（訪問介護）（Q＆Aより）



■ 適用期間について（答え）

令和6年度前期の実績を元に判断し、減算適用期間は令和6年

11月1日から令和7年3月31日までとなる。

この場合、令和6年10月15日までに体制等状況一覧表を用いて

適用の有無の届出が必要

同一建物減算について（訪問介護）（Q＆Aより）



■ 適用期間について（答え）

令和6年度後期（10月から令和7年2月末）に90％を超えた事業

⇒ 減算適用期間は令和7年度の4月1日から9月30日まで

令和7年度以降は判定期間が前期（3月1日から8月31日）

⇒ 減算適用期間を10月1日から3月31日まで

後期（9月1日から2月末日）の場合

⇒ 減算適用期間を4月1日から9月30日まで

同一建物減算について（訪問介護）（Q＆Aより）



同一建物減算について（訪問介護）（Q＆Aより）

■ 適用期間について（答え）



■ 減算の適用範囲

同一敷地内建物等に居住する利用者の占める割合が90％以上で

ある場合、訪問介護事業所の全利用者について半年間減算と考

えてよいか。

同一敷地内建物等に居住する利用者のみが減算を適用

同一建物減算について（訪問介護）（Q＆Aより）



■ 正当な理由の範囲

単にケアマネジャーから地域の要介護者の紹介がないことを理由

として、同一敷地内建物等に居住する利用者の占める割合90％以

上となった場合は、正当な理由には該当しない

同一建物減算について（訪問介護）（Q＆Aより）



■ 正当な理由の範囲

正当な理由とみなして差し支えない。

通常の事業の実施地域の範囲が適正かどうかも含め、同一敷地内建物等

以外に居住する要介護高齢者へも指定訪問介護の提供を行うよう努めてい

るかどうか確認を行う

同一建物減算について（訪問介護）（Q＆Aより）



■ 正当な理由の範囲

正当な理由には該当しない。

同一建物減算について（訪問介護）（Q＆Aより）



５ その他



【書面掲示】規制の見直し

■ 運営基準省令上、事業所の運営規程の概要等の重要事項等

について（令和7年度から義務付け）

① 「書面掲示」に加え、

② 原則として重要事項等の情報をウェブサイトに掲載・

公表する。



介護報酬改定の施行時期についてQ＆Aより

令和６年度介護報酬改定において

利用者・家族等に対して、改定内容の説明をいつどのように行うべきか。

やむを得ない事情により３月中の説明が難しい場合

４月１日以降速やかに、利用者又はその家族に対して丁寧な説明を行い、

同意を得ることとしても差し支えない



介護報酬改定の施行時期についてQ＆Aより

６月施行の見直し事項について

５月末日までに、利用者又はその家族に対して丁寧な説明を行い、

同意を得る必要がある。



ご清聴ありがとうございました
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